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パブリックコメント手続の結果について 

 

１ 実施状況 

 ⑴ 内  容  （仮称）瀬戸市公契約条例要綱に関する意見募集 

 ⑵ 実施期間  令和３年１月１５日から２月１２日まで 

 

２ 実施結果 

 ⑴ 提出人数  ３人（市内在住：２、市内在勤（在学）：１、市外在住：０） 

 ⑵ 意見件数  １１件 

 ⑶ 意見への対応 

Ａ 意見を踏まえて、案の修正をするもの ０件 

Ｂ 意見の主旨や内容を盛り込み済みであり、考え方を説明するもの ４件 

Ｃ 今後の事業実施の参考とするもの ７件 

Ｄ その他（本案件に対する意見でないもの） ０件 
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⑷ 意見の概要及び市の考え方 

№ 意見の概要 対応 市の考え方 

１ 入札に参加する条件設定につい

て、緊急時・災害時の応急復旧活

動等の支援を市と締結している

協定の有無を考慮して欲しい。 

Ｃ 一般競争入札におきまして、協定の有無

を条件にはしてはおりませんが、一定規

模までの工事については参加資格を市内

業者に限定しております。 

また、総合評価落札方式におきましては、

「災害協定等の締結状況」「災害協定等に

基づく活動実績」を評価項目として掲げ

ております。 

今後も市内業者の皆様のご理解、ご協力

をいただけるよう事務を進めてまいりま

す。 

２ 入札に参加する条件設定につい

て、市内に本店を置く業者に優位

となる条件を加える事を検討し

ていただきたい。 

緊急時等において役割を果たし

ている地元企業を大事にして欲

しい。 

Ｃ 一般競争入札におきまして、一定規模ま

での工事については参加資格を市内業者

に限定しております。 

また、総合評価落札方式におきましては、

「市内本店」を評価項目として掲げてお

ります。 

緊急時のみならず、平時におきましても

市民生活を守るまちづくりのためには、

地元企業の皆様の力が不可欠です。今後

も市内業者の皆様のご理解、ご協力をい

ただけるよう事務を進めてまいります。 

３ 地域経済の発展と豊かに安心し

てくらすことのできる、実効性の

ある他自治体の規範となるよう

な条例として実現して欲しい。 

Ｃ ご意見を真摯に受け止め、条例の適正な

運用に努めてまいります。 

４ 市が発注する公共事業等では、低

賃金を背景とする受注を排除し、

サービスの品質の確保、事業者の

公正な競争を実現することが必

要である。 

Ｃ 低賃金を背景とする受注の排除にはこれ

までも最低制限価格の設定により対応し

ており、条例制定後も同様に適切に対応

してまいります。 

５ 「事務を適切に行うこと」は必須

のことである。 

Ｃ 条例制定に伴う事務の適正執行に努めて

まいります。 

６ 住民の安心・安全、生命を守るこ

ともある公共事業に従事する労

働者は、市民の暮らしを支えるエ

ッセンシャルワーカーであり、労

働環境の確保で求められるのは、

「適正」な水準の策定で、最低限

度の労働条件を守ることは当た

り前である。 

Ｂ 本条例は、公契約の従事者の賃金につい

て、市独自の単価を設定するものではあ

りませんが、一定規模以上の公契約（以

下「特定公契約」という。）については、

該当案件の労働条件等について報告を受

け、実態の確認に努めてまいります。 
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№ 意見の概要 対応 市の考え方 

７ 総合評価では、労働者保護、ボラ

ンティア活動、障害者雇用、地域

防災協定の締結など、地域要件の

ウエイトを大きくすることで、地

元企業の評価を高めることが可

能である。 

Ｃ 総合評価落札方式での地域精通度・地域

貢献度の項目に、「市内本店」「災害協定

等の締結状況」「災害協定等に基づく活動

実績」「応急危険度判定士の雇用」

「ISO14001認証取得」「協力雇用主登録」

「女性の活躍促進宣言」「愛知県ﾌｧﾐﾘｰﾌﾚ

ﾝﾄﾞﾘｰ企業登録」を掲げております。ご意

見の項目については、今後の事務の参考

にさせていただきます。 

８ 受注者の責務として関係法令の

遵守は絶対不可分の原則ですが、

公務・公共サービスの社会的な責

任にふさわしい労働の価値を行

政として提示し、それを履行して

もらうことが必要である。 

適正な「働くルールと労働条件」

を住民に見える形で示し、公共事

業を住民生活密着型にして、地元

企業に仕事が優先して回れば、地

域経済と雇用の再生、税収増に繋

がる。「適正な契約」は、公的サー

ビスの質と住民の安心・安全を確

保し、労働者には「働きがい」と、

安心して暮らすことができる社

会の実現に不可欠である。 

Ｂ 特定公契約については、労働条件報告書

を提出していただくものですが、その中

で関係法令の遵守の実態の確認を進めて

まいります。 

本条例だけでなく各種関係要領を適切に

運用し「適正な契約」が実行されるよう

取り組んでまいります。 

なお、地元企業を優先する取組みにつき

ましては、№１、２に回答したとおりで

す。 

９ 市内事業者の活用は、地域経済を

活性化するうえでも必要である。

大型公共工事の受注体として地

元企業によるＪＶを推奨し、下請

け企業にも市内業者を活用する

ことなどを徹底して欲しい。 

Ｃ 地元企業によるＪＶは、「地域維持型Ｊ

Ｖ」と称され、他自治体の除雪や地域パ

トロール等の業務で活用されている実態

があります。 

本市においても、発注業務の内容や地元

企業の実情によっては、活用される可能

性はあるかと思いますが、あくまでも業

者による自主結成を原則とするものと考

えます。 

なお、ＪＶではありませんが、本市と地

域業者の間で、「公共土木施設緊急維持修

繕工事に係る協定」を締結し、緊急時の

修繕工事にご対応いただくよう地域事業

者と連携した取組みを行っております。 

また、下請負の市内業者活用については、

条例の主旨をご理解いただけるよう周知

に努めてまいります。 
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№ 意見の概要 対応 市の考え方 

10 条例違反に対し、事業者に対し正

しい報告を受けるとともに、労働

者に対しても公契約条例、通報者

の秘密の保持と権利保護、報復行

為の禁止も含めて周知しておく

必要がある。 

Ｂ 本条例で規定する特定公契約の受注者と

なった場合は、対象案件の労働条件等に

ついて正しく報告していただくことが義

務付けられ、報告書に不備があった場合

等は適切に対処してまいります。 

また、対象案件の現場には当該案件が特

定公契約に該当することを記した表示を

掲出し、従事される方々に周知すること

を予定しています。 

11 条例施行予定時期について、これ

までの経緯を大切にされ、よりよ

いものにして欲しい。 

Ｂ 条例の施行時期は、令和３年１０月を予

定しております。条例の主旨をご理解い

ただけるよう周知に努めてまいります。 

 


